
平成十五年政令第百二十一号

会社更生法施行令

内閣は、会社更生法（平成十四年法律第百五十四号）第二百五十一条（同法第二百五十三条において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、この政令を制定する。

（担保権に係る登記の抹消の嘱託の添付情報等）

第一条　会社更生法（以下「法」という。）第百八条第四項の規定による消滅した担保権に係る登記の抹消の嘱託をする場合には、法第百

四条第一項の決定があったことを証する情報をその嘱託情報と併せて登記所に提供しなければならない。

２　前項に規定する消滅した担保権に係る登録の抹消の嘱託書には、法第百四条第四項の裁判書の謄本を添付しなければならない。

（更生計画の遂行による会社の登記の嘱託書等の添付書面の通則）

第二条　更生計画の遂行により登記すべき事項が生じた場合における会社の登記の嘱託書又は申請書に添付すべき書面に関しては、次条か

ら第十四条までに定めるもののほか、嘱託書に添付すべき書面については商業登記法（昭和三十八年法律第百二十五号）第三章第五節か

ら第八節までの規定中申請書の添付書面に関する規定を準用し、申請書に添付すべき書面についてはこれらの規定の定めるところによ

る。

（認可決定謄本等）

第三条　更生計画の遂行により登記すべき事項が生じた場合には、会社の登記の嘱託書又は申請書には、更生計画の認可の決定の裁判書の

謄本（以下「認可決定謄本」という。）を添付しなければならない。

２　前項の場合には、更生会社又は法第百八十三条に規定する条項により設立される株式会社の登記の嘱託書又は申請書には、商業登記法

第四十六条の規定により申請書に添付すべきものとされている書面の添付を要しない。

（取締役等の就任による変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第四条　更生計画の定めにより取締役（更生会社が監査等委員会設置会社である場合にあっては、監査等委員（会社法（平成十七年法律第

八十六号）第三十八条第二項に規定する監査等委員をいう。）である取締役又はそれ以外の取締役）、会計参与、監査役、代表取締役、各

委員会（同法第四百条第一項に規定する各委員会をいう。）の委員、執行役、代表執行役又は会計監査人（以下この条において「取締役

等」という。）が就任した場合において、当該更生計画が当該取締役等の氏名又は名称を定めたものであるときは、その就任による変更

の登記の嘱託書又は申請書には、商業登記法第五十四条第一項に規定する書面又は同条第二項第一号に掲げる書面の添付を要しない。

２　更生計画の定めにより取締役等が就任した場合において、当該更生計画が取締役等について法第百七十三条第一項各号若しくは第二項

第三号に規定する選任の方法又は同条第一項第二号から第四号まで若しくは第八号に規定する選定の方法を定めたものであるときは、前

項の嘱託書又は申請書には、その選任又は選定に関する書面をも添付しなければならない。

（清算人の登記の嘱託書等の添付書面）

第五条　更生計画の定めにより清算人（代表清算人を含む。以下この条において同じ。）が就任した場合において、当該更生計画が清算人

について法第百七十三条第二項第一号若しくは第二号に規定する選任の方法又は同号に規定する選定の方法を定めたものであるときは、

清算人の登記の嘱託書又は申請書には、就任を承諾したことを証する書面及びその選任又は選定に関する書面をも添付しなければならな

い。

（資本金の額の減少による変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第六条　更生計画の定めにより資本金の額の減少をしたときは、当該資本金の額の減少による変更の登記の嘱託書又は申請書には、商業登

記法第七十条に規定する書面の添付を要しない。

（募集株式の発行による変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第七条　更生計画の定めにより募集株式（会社法第百九十九条第一項に規定する募集株式をいう。以下この条において同じ。）の発行をし

たときは、当該募集株式の発行による変更の登記の嘱託書又は申請書には、商業登記法第五十六条第三号から第五号までに掲げる書面の

添付を要しない。この場合において、当該更生計画に法第百七十五条第二号に掲げる事項の定め（募集株式の払込金額の全部の払込みを

したものとみなすこととする旨の定めに限る。）があるときは、商業登記法第五十六条第二号に掲げる書面の添付をも要しない。

（新株予約権の発行による変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第八条　更生計画の定めにより新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下この条において同じ。）の発行をしたときは、

当該新株予約権の発行による変更の登記の嘱託書又は申請書には、商業登記法第六十五条第三号に掲げる書面の添付を要しない。この場

合において、次の各号に掲げる場合に該当するときは、当該各号に定める書面の添付をも要しない。

一　当該更生計画に法第百七十六条第二号に掲げる事項の定め（募集新株予約権（会社法第二百三十八条第一項に規定する募集新株予約

権をいう。）の払込金額の全部の払込みをしたものとみなすこととする旨の定めに限る。）がある場合　商業登記法第六十五条第二号に

掲げる書面

二　当該更生計画に法第百七十七条の二第二項の条項の定めがある場合　商業登記法第六十五条第一号及び第二号に掲げる書面

（組織変更による登記の嘱託書等の添付書面）

第九条　更生計画の定めにより持分会社への組織変更をしたときは、当該組織変更後の持分会社についてする登記の嘱託書又は申請書に

は、商業登記法第七十七条第三号に掲げる書面の添付を要しない。

（合併による登記の嘱託書等の添付書面）

第十条　更生計画の定めにより吸収合併（更生会社が消滅する吸収合併であって、吸収合併後存続する会社（次項及び第三項において「吸

収合併存続会社」という。）が株式会社であるものに限る。）をしたときは、当該吸収合併による変更の登記の申請書には、商業登記法第

八十条第四号に掲げる書面並びに更生会社に関する同条第六号及び第八号に掲げる書面の添付を要しない。

２　更生計画の定めにより吸収合併（更生会社が消滅する吸収合併であって、吸収合併存続会社が持分会社であるものに限る。）をしたと

きは、当該吸収合併による変更の登記の申請書には、商業登記法第百八条第一項第二号（同法第百十五条第一項及び第百二十四条におい

て準用する場合を含む。）に掲げる書面のうち、更生会社に関する同法第八十条第六号及び第八号に掲げるものの添付を要しない。

３　更生計画の定めにより吸収合併（更生会社が吸収合併存続会社となるものに限る。）をしたときは、当該吸収合併による変更の登記の

嘱託書又は申請書には、商業登記法第八十条第二号から第四号までに掲げる書面の添付を要しない。

４　更生計画の定めにより新設合併（更生会社が消滅する新設合併であって、新設合併により設立する会社（次項において「新設合併設立

会社」という。）が株式会社であるものに限る。）をしたときは、当該新設合併による設立の登記の嘱託書又は申請書には、商業登記法第

八十一条第四号に掲げる書面並びに更生会社に関する同条第六号及び第八号に掲げる書面の添付を要しない。

５　更生計画の定めにより新設合併（更生会社が消滅する新設合併であって、新設合併設立会社が持分会社であるものに限る。）をしたと

きは、当該新設合併による設立の登記の嘱託書又は申請書には、商業登記法第百八条第二項第三号（同法第百十五条第一項及び第百二十

四条において準用する場合を含む。）に掲げる書面のうち更生会社に関する同法第八十一条第八号に掲げるもの及び更生会社に関する同

法第百八条第二項第四号（同法第百十五条第一項及び第百二十四条において準用する場合を含む。）に掲げる書面の添付を要しない。
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（会社分割による登記の嘱託書等の添付書面）

第十一条　更生計画の定めにより吸収分割（更生会社が吸収分割をする会社となる吸収分割であって、吸収分割をする会社がその事業に関

して有する権利義務の全部又は一部を当該会社から承継する会社（以下この項から第三項までにおいて「吸収分割承継会社」という。）

が株式会社であるものに限る。）をしたときは、吸収分割承継会社がする当該吸収分割による変更の登記の嘱託書又は申請書には、商業

登記法第八十五条第四号に掲げる書面並びに更生会社に関する同条第六号及び第八号に掲げる書面の添付を要しない。

２　更生計画の定めにより吸収分割（更生会社が吸収分割をする会社となる吸収分割であって、吸収分割承継会社が持分会社であるものに

限る。）をしたときは、吸収分割承継会社がする当該吸収分割による変更の登記の嘱託書又は申請書には、商業登記法第百九条第一項第

二号（同法第百十六条第一項及び第百二十五条において準用する場合を含む。）に掲げる書面のうち、更生会社に関する同法第八十五条

第六号及び第八号に掲げるものの添付を要しない。

３　更生計画の定めにより吸収分割（更生会社が吸収分割承継会社となるものに限る。）をしたときは、吸収分割承継会社がする当該吸収

分割による変更の登記の嘱託書又は申請書には、商業登記法第八十五条第二号から第四号までに掲げる書面の添付を要しない。

４　更生計画の定めにより新設分割（新設分割により設立する会社（次項において「新設分割設立会社」という。）が株式会社であるもの

に限る。）をしたときは、当該新設分割による設立の登記の嘱託書又は申請書には、商業登記法第八十六条第四号に掲げる書面並びに更

生会社に関する同条第六号及び第八号に掲げる書面の添付を要しない。

５　更生計画の定めにより新設分割（新設分割設立会社が持分会社であるものに限る。）をしたときは、当該新設分割による設立の登記の

嘱託書又は申請書には、商業登記法第百九条第二項第三号（同法第百十六条第一項及び第百二十五条において準用する場合を含む。）に

掲げる書面のうち、更生会社に関する同法第八十六条第六号及び第八号に掲げるものの添付を要しない。

（株式交換による変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第十二条　更生計画の定めにより株式交換（更生会社が株式交換をする株式会社（次項において「株式交換完全子会社」という。）となる

株式交換であって、その発行済株式の全部を取得する会社（以下この条において「株式交換完全親会社」という。）が株式会社であるも

のに限る。）をしたときは、株式交換完全親会社がする当該株式交換による変更の登記の申請書には、商業登記法第八十九条第四号に掲

げる書面並びに更生会社に関する同条第六号及び第七号に掲げる書面の添付を要しない。

２　更生計画の定めにより株式交換（更生会社が株式交換完全子会社となる株式交換であって、株式交換完全親会社が合同会社であるもの

に限る。）をしたときは、株式交換完全親会社がする当該株式交換による変更の登記の申請書には、商業登記法第百二十六条第一項第二

号に掲げる書面のうち、同法第八十九条第六号及び第七号に掲げるものの添付を要しない。

３　更生計画の定めにより株式交換（更生会社が株式交換完全親会社となるものに限る。）をしたときは、株式交換完全親会社がする当該

株式交換による変更の登記の嘱託書又は申請書には、商業登記法第八十九条第二号から第四号までに掲げる書面の添付を要しない。

（株式移転による設立の登記の嘱託書等の添付書面）

第十三条　更生計画の定めにより株式移転をしたときは、当該株式移転による設立の登記の嘱託書又は申請書には、商業登記法第九十条第

四号に掲げる書面並びに更生会社に関する同条第六号及び第七号に掲げる書面の添付を要しない。

（株式交付による変更の登記の嘱託書等の添付書面）

第十三条の二　更生計画の定めにより株式交付をしたときは、当該株式交付による変更の登記の嘱託書又は申請書には、商業登記法第九十

条の二第三号から第五号までに掲げる書面の添付を要しない。

（新会社の設立による設立の登記の嘱託書等の添付書面）

第十四条　更生計画の定めにより法第百八十三条の株式会社の設立をしたときは、当該設立の登記の嘱託書又は申請書には、商業登記法第

四十七条第二項第三号、第四号及び第七号から第九号までに掲げる書面並びに同条第三項に規定する書面（更生計画に定めがある事項に

関するものに限る。）の添付を要しない。この場合において、次の各号に掲げる場合に該当するときは、当該各号に定める書面の添付を

も要しない。

一　当該更生計画に法第百八十三条第四号に掲げる事項の定め（設立時募集株式の払込金額の全部の払込みをしたものとみなすこととす

る旨の定めに限る。）又は同条第十三号に掲げる事項の定め（設立時発行株式の発行をする旨の定めに限る。）がある場合　商業登記法

第四十七条第二項第五号に掲げる書面

二　当該更生計画が設立時取締役等（法第百八十三条第十号に規定する設立時取締役等をいう。次項において同じ。）の氏名又は名称を

定めたものである場合　商業登記法第四十七条第二項第十号又は第十一号イに掲げる書面

２　更生計画の定めにより法第百八十三条の株式会社の設立をした場合において、当該更生計画が設立時取締役等について同条第八号若し

くは第九号ロからホまでに規定する選任の方法又は同号イ若しくはホに規定する選定の方法を定めたものであるときは、前項の嘱託書又

は申請書には、その選任又は選定に関する書面をも添付しなければならない。

（更生手続開始の登記等の嘱託書の添付書面）

第十五条　次の表の上欄に掲げる登記の嘱託書には、それぞれ同表の下欄に掲げる書面を添付しなければならない。

項上欄 下欄

一法第二百五十八条第一項の更生手続開始の登記

の嘱託書

イ　更生手続の開始の決定の裁判書の謄本

ロ　管財人がそれぞれ単独にその職務を行い、又は職務を分掌することについて法第六

十九条第一項ただし書の許可があったときは、当該許可の決定の裁判書の謄本

二法第二百五十八条第三項において準用する同条

第一項の規定による登記（特定の管財人につい

て、その氏名若しくは名称又は住所の変更があ

った場合の登記を除く。）の嘱託書

法第二百五十八条第二項に規定する事項を変更する旨の決定の裁判書の謄本

三法第二百五十八条第四項の保全管理命令又は監

督命令の登記の嘱託書

イ　保全管理命令又は監督命令の裁判書の謄本

ロ　保全管理人がそれぞれ単独にその職務を行い、又は職務を分掌することについて法

第三十四条第一項において準用する法第六十九条第一項ただし書の許可があったときは、

当該許可の決定の裁判書の謄本

四法第二百五十八条第六項において準用する同条

第四項の規定による登記（特定の保全管理人又

は監督委員について、その氏名若しくは名称又

は住所の変更があった場合の登記を除く。）の嘱

託書

イ　保全管理命令又は監督命令を変更し、又は取り消す旨の決定があったときは、当該

決定の裁判書の謄本

ロ　保全管理人がそれぞれ単独にその職務を行い、又は職務を分掌することについて法

第三十四条第一項において準用する法第六十九条第一項ただし書の許可があったときは、

当該許可の決定の裁判書の謄本
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ハ　ロの許可を変更し、又は取り消す旨の決定があったときは、当該決定の裁判書の謄本

五法第二百五十八条第七項において準用する同条

第一項の規定による登記の嘱託書

イ　更生計画の認可の決定があったときは、認可決定謄本

ロ　法第二百三十四条第二号から第五号までに掲げる事由が生じたときは、当該各号に

規定する決定（同条第二号にあっては、更生手続の開始の決定を取り消す決定）の裁判

書の謄本

（更生会社の機関の権限の回復に関する登記の嘱託書の添付書面）

第十六条　法第二百五十九条第一項の登記の嘱託書には、法第七十二条第五項の決定、法第二百三十三条第一項の規定による更生計画の変

更の決定若しくは同条第二項の規定による変更計画の認可の決定の裁判書の謄本又は認可決定謄本を添付しなければならない。

２　法第二百五十九条第二項において準用する同条第一項の登記の嘱託書には、法第七十二条第六項の規定による取消しの決定、法第二百

三十三条第一項の規定による更生計画の変更の決定又は同条第二項の規定による変更計画の認可の決定の裁判書の謄本を添付しなければ

ならない。

（保全処分の登記等の嘱託の添付情報）

第十七条　法第二百六十条第一項の保全処分の登記の嘱託をする場合には、同項各号に規定する保全処分があったことを証する情報をその

嘱託情報と併せて登記所に提供しなければならない。

２　法第二百六十条第二項において準用する同条第一項の規定による登記の嘱託をする場合には、同項に規定する保全処分を変更し、若し

くは取り消す旨の決定があったことを証する情報又は当該保全処分が効力を失ったことを証する情報をその嘱託情報と併せて登記所に提

供しなければならない。

３　法第二百六十条第三項の登記の抹消の嘱託をする場合には、更生手続の開始の決定があったことを証する情報をその嘱託情報と併せて

登記所に提供しなければならない。

４　法第二百六十条第四項の登記の回復の嘱託をする場合には、更生手続の開始の決定を取り消す決定があったことを証する情報をその嘱

託情報と併せて登記所に提供しなければならない。

（更生計画の遂行による権利の得喪等に関する登記の嘱託の添付情報）

第十八条　法第二百六十一条第六項において準用する法第二百六十条第一項の規定による登記の嘱託をする場合には、更生計画の認可の決

定があったことを証する情報をその嘱託情報と併せて登記所に提供しなければならない。

（否認の登記の抹消の嘱託の添付情報）

第十九条　法第二百六十二条第四項の否認の登記の抹消の嘱託をする場合には、更生計画の認可の決定があったことを証する情報をその嘱

託情報と併せて登記所に提供しなければならない。

２　法第二百六十二条第六項の否認の登記の抹消の嘱託をする場合には、更生手続の開始の決定を取り消す決定、更生計画の不認可の決定

又は更生手続の廃止の決定があったことを証する情報をその嘱託情報と併せて登記所に提供しなければならない。

（登録のある権利への準用）

第二十条　前三条の規定は、登録のある権利について準用する。

附　則　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、法の施行の日（平成十五年四月一日）から施行する。

附　則　（平成一六年九月八日政令第二六六号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律（以下「改正法」

という。）の一部の施行の日（平成十六年十月一日）から施行する。

附　則　（平成一六年一〇月二〇日政令第三一八号）　抄

（施行期日）

１　この政令は、破産法の施行の日（平成十七年一月一日）から施行する。

附　則　（平成一六年一二月三日政令第三八五号）

この政令は、電子公告制度の導入のための商法等の一部を改正する法律の施行の日（平成十七年二月一日）から施行する。

附　則　（平成一七年二月一八日政令第二四号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、不動産登記法の施行の日（平成十七年三月七日）から施行する。

附　則　（平成一七年一二月一四日政令第三六六号）

この政令は、会社法の施行の日から施行する。

附　則　（平成二七年一月二三日政令第一七号）

この政令は、会社法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成二十六年法律第九十一号）の施行の日

（平成二十七年五月一日）から施行する。

附　則　（令和二年一一月二〇日政令第三二七号）　抄

この政令は、会社法の一部を改正する法律（令和元年法律第七十号）の施行の日（令和三年三月一日）から施行する。
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